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１ 宮城県政における多様な性のあり方に関する施策について 

宮城県では 2017 年の男女共同参画基本計画に盛り込まれて以来、LGBT 相談、県職員研修、県内市町村における

講演会等開催の支援などを行ってきたかと思います。 

  これらの施策について、十分な内容であったか？また、そのように判断する理由をお答えください。 

 

   は い    いいえ    その他（様々な取組を実施してきた一方で引き続き深化も必要）  

  

（理由） 貴団体をはじめ、当事者や支援者の方々によって LGBT関連の催しが全国的に行われ、LGBTの

話題が報道されるなど、LGBT に関する社会問題などが議論されることによって県民の理解は少しずつ

進んできていると考えています。そうした動きを後押しするため、これまで貴団体等のご協力もいただ

きながら様々な取組を行ってきました。 

一方で、まだまだ取組が不十分と感じている方の声も届いておりますので、引き続き性的少数者に関

する正しい情報提供や理解促進のための啓発活動等に積極的に取り組んでいきたいと考えております。 

 

２ 国政における LGBT法案の動きに関連して 

  LGBT法案について、2016年に LGBT議連が発足してから 5年が経過し、2021年 6月にようやく国会提出が予定さ

れていました。しかし法案は提出されず、今衆議院選挙を迎えています。そのような中ですが、三重県や大阪府で

は、国の法案成立に先立って差別解消条例や理解増進条例が制定されています。 

  国の法案の成立いかんによらず、宮城県として多様な性のあり方に関する独自の条例の制定するお考えはありま

すか？また、そのように判断する理由をお答えください。 

 

  は  い    いいえ     その他（ 検討中 ）   

 

（理由） 県民の性の多様性への理解は少しずつ進んでおりますが、現在も県民の間で様々な意見があり、

今後も理解促進に努めていけなければならないと認識しています。 

条例制定については、社会状況の変化や国・自治体等の動向を注視し、様々な方々からご意見をいた

だきながら、引き続き調査研究を行っていきたいと考えております。 

 

３ パートナーシップ証明制度について 

  2015年に渋谷区で始まった同性パートナーシップ証明制度ですが、現在では 110自治体に広がり、総人口の 37.8%

をカバーするまでに至っています。また、茨城県、大阪府、三重県など、都道府県単位の制度導入も始まっていま

す。仙台市では男女共同参画せんだいプラン 2021 にパートナーシップ制度制定を検討する旨が明記され、議会で

も「前に進める」との答弁もなされているところです。 

  宮城県で県民が利用できるパートナーシップ制度について、制定されるお考えはありますか？また、そのように

判断する理由をお答えください。 

 

  は  い    いいえ     その他（ 検討中 ）   

 

（理由） パートナーシップ制度で利用できるサービスは導入する自治体毎に定められており、市町村と 

県とでは、その役割が異なっていると考えています。 

引き続き全国における制度導入の動向を注視するとともに、先行自治体におけるサービス利用状況や

導入効果、市町村との役割等について調査研究を進めていきたいと考えております。 


